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はじめに
1997年に韓国は世界で例の少ないベンチャー
認定1 制度を導入し､ 中小企業施策および産
業政策における重要な柱の一つとして位置づ
けている｡ 10 年期限の限時法で法的根拠を
設けたが､ その期限をむかえた 2006 年にさ
らに 10 年を延長している｡ "ベンチャー企業
確認制度" がそれである｡ 最初は､ 1996 年
に通商産業部の一局から独立 "庁" に昇格し
た中小企業庁の審査に基づく制度からスター
トした｡ 以後､ 審査対象の増加に伴い数回に
わたって制度を改正している｡ 現在はベンチャー
企業であることを確認する権限が､ ベンチャー
キャピタル協会などの業界団体に委譲される
ほど､ 運営上の仕組みは多元化している2｡
2014 年 7 月末時点で､ この制度によってベ
ンチャー確認をうけた企業は 29,035 社にの
ぼっている (ベンチャー企業協会､ 2014 年 7
月号：1)｡ それらの企業を対象にし､ 1999
年から中小企業庁も ｢ベンチャー企業精密実
態調査 (以下､ ベンチャー実態調査)｣ を毎
年実施している3｡ 本稿では､ この実態調査
の結果に着目し､ 韓国ベンチャー企業の創業
者の人的資本が約 10 年間どのように変化し
てきたかについて､ とくに､ その方向性を中
心に検討することにする｡
１. 分析アプローチ
創業者の人的資本に関する研究は､ 分析レ
ベルを主として企業家に設定しつつ蓄積され､
彼らの心理的属性を分析してきた (久保､ 20
05：72)4｡ 本稿も久保 (2005) の分類5によ
る､ いわゆる属性アプローチにそって､ 韓国
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１ この制度で“認定”を指す用語として､“指定”､“認定”､“確認”が混用されている｡ 韓国政府の正式
用語は､ 政府とその委任機関による“確認”であるため､ 本稿も主としてそれを使用することにする｡
ベンチャー確認に必要な要件を満たした企業に対しては､ 有効期限 2 年の証明書が発行される｡ 中間評
価でその要件を充足できない場合はその確認が取り消しになる｡
２ 技術保証基金､ 中小企業振興公団､ 情報通信産業振興院､ 韓国産業技術振興院､ 韓国ベンチャーキャピ
タル協会｡
３ 1998年に､ 中小企業振興公団がベンチャー企業調査を実施したことがある｡ しかし､ この調査はベンチャー
確認企業に限定したのではなく､ 同公団が独自の基準に基づいて選別した 1,290 社を対象にしている｡
４ スタートアップ (startups) の企業家精神に関する研究は多岐にわたっている｡ 創業の制約理論につい
ベンチャー確認企業の創業者の属性､ 詳しく
は創業時の年齢､ 性別､ 最終学歴､ 創業直前
の勤務先や職務分野などに焦点を当てること
にする6｡ なお､ 一部の調査データを再構成
し､ 創業者の人的資本とベンチャー企業の成
長段階の関連性について若干の分析も試みる｡
1997 年から始まった韓国のベンチャー企
業育成策の背景に関しては､ その見解が分か
れている7｡ 一つは､ 雇用政策の一環として
施策されたととらえる見方である｡ 1997 年
にタイから勃発したアジア金融危機は､ 間も
なく韓国にまで波及し､ 大規模のリストラを
強いられた大企業からの優秀な人材の受け皿
作りとしてスタートしたとみている (ソン､
2008：1)｡ 1997 年 8 月 28 日に公布された
｢ベンチャー企業育成に関する特別措置法｣
第 1 条が示した同法の目的をその根拠として
いる｡ 第 1 条は､ ｢この法律は､ 既存企業の
ベンチャー企業への転換とベンチャー企業の
創業を促進し､ 我が国産業の構造調整を円滑
に行い､ 競争力の向上に寄与することを目的
とする｡｣ と規定している｡ ここでいう "構
造調整 (リストラ)" という表現に注目し､
それを雇用面でのリストラとして解釈してい
るのである｡ もう一つは､ 産業政策転換の一
環としてとらえる見方である｡ 1990 年代ま
での韓国の産業政策は大企業に主眼がおかれ
ていて､ その結果､ アジア金融危機による大
不況と産業の構造調整が余儀なくされたとし
ている｡ 1990 年代中盤から従来の大企業中
心の成長はその限界を露呈し､ それに対応す
るため､ 新しい経済活力の主体が必要になっ
たという見解である (高橋､ 2004：2)｡
1986 年頃からの韓国経済は､ いわゆる 3
低好況 (ウォン安・国際石油価格の低落・国
際金利の低下) に助けられ､ 1990 年代初頭
まで高い経済成長を記録していた｡ とくに､
自動車と造船をはじめとする大企業中心の製
造業は､ 輸出部門で急成長を遂げていた｡ そ
の過程で､ 資本市場には余剰資本が蓄積され
るようになった｡ なお､ 第 2 次ベビーブーム
世代が大量に社会進出しはじめる時期でもあっ
た｡ これまで経験のなかった資本と労働の余
剰状況を迎えるようになったのである｡ それ
を背景に､ 新しい事業チャンスに目を向けた
初期ベンチャー企業群が登場するようになっ
た｡ 医療機器メーカーのメディソン社を立上
げたイミンファ氏､ IT 機器メーカーのター
ボテック社を立上げたチャンフンスン氏､ キュ
ニックス社のイボンチョン氏らがその中心人
物である｡ 彼らは意気投合してベンチャー企
業協会の結成を主導し､ 以後のベンチャー企
業育成策の立案にも深く関わったのである
(チャンフンスン・チョヒョンジョン・オワ
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ては､ Evans and Jovanovic (1989) と Evans and Leighton (1989) などを参照されたい｡ 日本におけ
る創業者の人的資本については､ 本庄 (2004；2005；2010)､ 馬場・本橋 (2013)､ 松田・松尾 (2013)､
Harada (2003)､ Honjo (2004) などが代表的な研究である｡ これらの実証結果は対象企業､ 分析時期､
推定方法によって異なっている｡
５ 久保 (2005) は､ 分析レベルを企業家個人の属性に設定した属性アプローチを､ 組織に設定して企業戦
略におけるアントレプレナーシップ (entrepreneurship) に焦点を当てた企業家的傾向 (EO：Entre-
preneurial Orientation) アプローチと区分している｡
６ ストーリー著／忽那・安田・高橋訳 (2004：62‐70) も､ 自営業者になるという決断に影響する要因と
して､ ①パーソナリティ､ ②人的資本､ ③出身民族､ をあげ､ ②の中で､ とくに教育水準と勤務におけ
る経験が成長のキーポイントになると主張している｡
７ ベンチャー企業育成策の詳しくは､ 高橋 (2004)､ 江島・秋庭・金 (2013)､ 金 (2013)､ ペクフン (2012)
などを参照されたい｡
ンジン､ 2006：21‐22)8｡
本稿は､ 基本的に後者の見解に沿って､ ベ
ンチャー企業育成策を雇用政策の一環ではな
く､ 産業政策の大転換としてアプローチして
いる｡ とくに､ ベンチャー育成策を既存産業
の枠に縛られない新産業の創出という産業政
策として位置付けておきたい｡ その結果を評
価するため､ 中でも創業者の属性にどのよう
な変化がもたらされたかについて､ 約 10 年
のスパンで検討したい｡ ベンチャー企業育成
策が有効に機能するためには､ 企業家精神
(entrepreneurship) を備えた創業者群を前
提にしなければならないからである｡ ある制
度が彼らに "ベンチャー (venture)"として
有効に動機付けているかを明らかにするため
には､ 人的資本の特性を見なければならない｡
創業者の人的資本に注目する理由もそこにあ
る｡
以下では､ まず､ 韓国でベンチャー確認企
業を対象にしたベンチャー実態調査の結果を
ベースに企業数の変化を概観した後､ 創業者
の人的資本の変化についてみることにする｡
２. ベンチャー確認企業の属性とパフォーマ
ンス
1) ベンチャー確認企業の属性
一定の要件を満たした企業を "ベンチャー
企業" に指定し､ 直接・間接的に優遇する制
度を導入したのは 1997 年 8 月9のことである｡
関連資料から確認したところ､ 1998 年 5 月
からその制度がいよいよ適用されるようにな
り､ 同年 5 月の 1 カ月で 304 社がその対象と
なった (ペクフン､ 2012：45)10｡ 1998 年だ
けで 2,042 社が確認をうけて以来､ 2001 年
まではその数が急増した｡ ベンチャー確認企
業の増加によってモニタリングが充分に機能
しない恐れが提起されると､ 韓国政府は
2002 年 2 月 28 日に ｢ベンチャー企業の健全
化方案｣11 を発表してベンチャー確認の要件
を強化する措置をとった (ペクフン､ 2012：
49-51)｡ その結果､ 2002 年から 2005 年まで
その確認件数が年間1万社を下回るようになっ
た｡ 2006 年からはまた年間延べ 1 万社を､
2010 年には 2 万社を突破し､ 2014 年 7 月末
時点で 29,035 社がベンチャー確認をうけて
いる状況である (図 1)｡
これらのベンチャー確認企業の属性を見る
と､ いくつの特徴が浮き彫りとなる｡ その中
で､ 次の 2 点に注目したい｡ 第一は､ 業種の
側面である｡ [表 1] で､ 全体の 29,035 社の
うち､ 製造業が 20,661 社で約 71.1%を占めて
いることがわかる｡ 韓国ベンチャーの業種区
分によると､ 製造業に分類される企業はまた
一般製造業と先端製造業に分けられている｡
この二業種の割合について正確なデータは公
表されておらず､ ここでは 2013 年ベンチャー
実態調査の標本企業に抽出された 2,069 社の
業種から推測してみよう｡ 2013 年調査の標
本企業のうち､ 一般製造業が 51.2%､ 先端製
造業が22%を占めている (中小企業庁､ 2014：
8)｡ 先端製造業に分類される企業の多くがい
わゆる IT 関連企業であることを勘案する
と12､ 製造業の約 1/3 が IT 関連であること
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８ 韓国におけるベンチャー世代の区分に関してはイミンファ・キムミョンス (2006：12‐23) を参照されたい｡
９ ｢ベンチャー企業育成に関する法律の施行令｣ は同年 10 月 25 日に､ ｢同施行規則｣ は 11 月 4 日に公布
された｡
10 韓国ベンチャー企業に関する情報開示システムであるベンチャーイン (Venture In) による ｢ベンチャー
企業統計｣ 2006 年 1 月号､ p.1｡
11 2002 年 2 月 28 日付き､ 中小企業庁の報道資料より｡
12 2014 年 8 月 13 日､ 5 年間ベンチャー実態調査に関わったベンチャー企業協会 L 氏とのインタビューより｡
がうかがえる｡ 半面､ 非製造業の情報処理お
よびソフトウェア関連企業､ すなわち､ IT
サービス業が 4,761 社で全体の 16.4%を占め
ている｡ 両者を合計すると､ 約 35%程度のベ
ンチャー企業が IT 関連であることになる｡
第二は､ ベンチャー企業の立地で首都圏過
密が著しい点である｡ 首都のソウル特別市と
近辺の京
ギョン
畿
ギ
道
ド
､ 仁川
インチョン
広域市を含む首都圏に
立地している企業が全体の 57.3%を占めてい
て､ 非常に多く密集していることがわかる｡
そのうち､ 情報処理・ソフトウェアと研究開
発サービス業の場合､ それぞれ､ 79.6%と 64.
6%が首都圏で営まれていて､ ベンチャー確
認企業の平均値よりかなり高い密集度である｡
1990 年代後半までに､ 韓国の IT 関連企業の
多くがソウル市江南区の大通りであるテヘラ
ンバレー (Teheran Valley) に､ 2000 年代
からはソウルデジタルバレー (Seoul Digital
Valley､ (旧) ソウル輸出産業工業団地) に
集中した結果でもあろう｡ ベンチャー企業を
中心に新たな産業創出を地方に拡散させるた
め､ 韓国中小企業庁は 2001 年に 25 カ所を "
ベンチャー企業育成促進地区" に指定し､ ベ
ンチャー立地上のインセンティブを与えてい
る13｡ その 25 地区の中で首都圏は 8 カ所に過
ぎない｡ それだけでなく､ 韓国最大のベンチャー
企業密集地のソウルデジタルバレーすら含ま
れていない｡ つまり､ ベンチャー企業の立地
選定において､ 地価､ 人材・ユーザーへのア
クセスといった市場要因がより重要な決め手
となり､ 政策による人為的な誘導はその効果
が限定的なものに過ぎないことがいえる｡
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13 ベンチャー企業育成促進地区に実態に関しては､ ソンチャンジュン (2008) を参照されたい｡
[図 1] ベンチャー "確認" 企業数と実態調査の有効回収企業数の推移
(資料) ベンチャー認定企業数：韓国ベンチャー企業協会 (2014) ｢ベンチャー企業現況 (2014 年 7 月号)｣
p.1 より作成､ 有効回収数：中小企業庁 (各年) 『ベンチャー企業精密実態調査報告書』 より加工
作成
2) ｢実態調査｣ からみたベンチャー企業の属
性とパフォーマンス
ベンチャー実態調査は1999年からベンチャー
確認をうけた企業を対象にし､ 新設された中
小企業庁の主導の下､ ベンチャー企業協会や
外部の研究者グループに調査を委託する形で
実施されている｡ ほぼ毎年のように調査項目
を変更していて､ とりわけ 2007 年からは以
前の全数調査から標本調査に変えた14｡ 個票
データも内部者以外には公表していないため､
報告書に基づく分析しかできない点からする
と､ 一貫した時系列データにまとめるのも容
易ではない｡ このような弱点を抱えているに
もかかわらず､ 韓国でベンチャー確認企業に
限定した最も膨大な調査である点で実態把握
においては重要な調査である｡
[表 2] は､ 2001 年以後の調査対象企業の
業種別比率をまとめたものである｡ ベンチャー
の主力業種の激しい変化が特徴的に表れてい
る｡ 2000 年代後半から IT 関連の非製造業の
比率が低下している半面､ 一般製造業のそれ
は上昇しているのである｡ 2001 年調査では､
先端製造業と情報通信・ソフトウェアの合計
が 67%を占めているのに対し､ 一般製造業は
25.5%に過ぎない｡ 標本抽出方式に変更して
からの 2007 年調査では､ 前者の合計が 49.3
%であるのに対し､ 後者の一般製造業は 40.3
%にも上っている｡ 2013 年調査では､ それぞ
れ､ 37.7%と 51.2%になっている [表 2]｡ 調
査企業数で見られるこのような変化が韓国ベ
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14 全数調査は調査費用が高く回収率も低下傾向にあったため､ 標本抽出方式に変更した｡ 2014 年 8 月 13
日､ ベンチャー企業協会の責任研究員 L 氏とのインタビューより｡
[表 1] ベンチャー "確認" 企業の業種と地域分布 (2014 年 7 月 31 日時点)
地域 製造業
情報処理・
ソフトウェア
研究開発
サービス
建設・運輸
卸売・
小売業
農林水産
・鉱業
その他 合計
ソウル 1,918 3,023 117 112 210 3 1,033 6,416
京畿 7,351 714 92 117 74 15 516 8,879
仁川 1,191 53 6 13 9 1 57 1,330
首都圏小計 10,460 3,790 215 242 293 19 1,606 16,625
(％) 50.6% 79.6% 64.6% 58.6% 80.9% 35.8% 65.5% 57.3%
釜山 1,670 203 15 36 16 2 200 2,142
蔚山 304 28 0 9 3 1 47 392
大邱 1,318 131 6 18 22 1 58 1,554
慶北 1,243 45 13 12 5 4 57 1,379
慶南 1,546 54 3 10 3 2 89 1,707
全北 510 49 10 8 1 4 59 641
光州 532 77 6 3 3 0 51 672
全南 400 26 6 16 2 2 54 506
忠北 608 44 12 11 4 3 25 707
大田 732 201 21 17 4 2 84 1,061
忠南 863 37 10 8 3 5 61 987
江原 359 53 14 20 3 5 44 498
済州 63 21 2 2 0 3 16 107
世宗 53 2 0 1 0 0 1 57
合計 20,661 4,761 333 413 362 53 2,452 29,035
(資料) 韓国ベンチャー企業協会 (2014) ｢ベンチャー企業現況 (2014 年 7 月号)｣ p.1 より作成
ンチャー企業の全貌を代弁するとは言いきれ
ない｡ しかし､ 少なくとも韓国ベンチャー企
業の業種は以前の IT 偏りから徐々に分散し､
IT か非 IT かを問わず､ 製造業ベースに収斂
していく過渡期にあることはいえるだろう｡
次に､ 企業の成長段階の面ではベンチャー
確認企業の高齢化現象が深化していることが
わかる｡ [表 3] は､ 2001 年～2013 の企業自
らが認識した成長段階と客観的指標としての
企業年齢別の比率を計算したものである｡
2000 年代後半から､ 成熟期に入っていると
答えた企業が増え､ 平均の企業年齢も上昇し
ている｡ 企業認識の成長段階をみると､ 2001
年調査で ｢創業期＋初期成長期＋高度成長期｣
の合計が 91.6%である｡ 2007 年調査では 85.9
%､ 2013 年調査では 77.6%にまで低下してい
る｡ これに対し､ 企業年齢別からみると､ 一
貫した変化の方向性を示すことはできない｡
しかし､ 2007 年以後に限定すると､ 創業 10
年以上の企業が増えていることは事実である｡
10 年以上の企業の比率は､ 2007 年調査で 21.
8%､ 2009 年調査で 23.1%､ 2011 年調査で 29.
9%､ 2013 年調査では 31.7%まで増加してい
るのである｡ ベンチャー実態調査には主たる
業種を転換してまるで新規企業のようにカウ
ントされる企業が少ない点やベンチャーの再
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[表 2] ベンチャー "確認" 企業の業種別企業数と比率の変化 (2001～2013 年)
業種区分
(4 段階区分)
2001 2003 2005 2007 2009 2011 2013
社数 ％ 社数 ％ 社数 ％ 社数 ％ 社数 ％ 社数 ％ 社数 ％
先端製造業 3,193 40.6 1,935 33.9 1,037 34.2 1,074 33.1 747 36.3 617 29.5 456 22.0
一般製造業 2,002 25.5 1,760 30.9 915 30.1 1,308 40.3 803 39.0 955 45.7 1,059 51.2
情報通信・
ソフトウェア
2,074 26.4 1,525 26.7 808 26.6 527 16.2 284 13.8 281 13.5 324 15.7
その他 596 7.5 487 8.5 277 9.1 335 10.3 224 10.9 235 11.3 230 11.1
合計 7,865 100.0 5,707 100.0 3,037 100.0 3,244 100.0 2,059 100.0 2,088 100.0 2,069 100.0
(注) 先端製造：エネルギー・医療・精密､ コンピュータ・半導体・電子部品､ 通信機器・放送機器
一般製造：飲食料・繊維・ (非) 金属､ 機械製造・自動車
情報通信・ソフトウェア：ソフトウェア開発､ 情報通信・放送サービス
(資料) 中小企業庁 (各年) 『ベンチャー企業精密実態調査報告書』 より加工作成
[表 3] 成長段階と企業年齢別比率の変化 (2001～2013 年)
区分 2001 2003 2005 2007 2009 2011 2013(％)
創業期 11.1 3.4 4.0 8.4 8.0 8.3 10.1
初期成長期 49.7 42.5 38.7 39.5 41.7 36.9 41.1
高度成長期 30.8 41.4 44.2 38.0 44.5 42.3 26.4
成熟期 2.6 4.4 6.5 5.7 4.4 12.2 21.5
停滞・衰退期 5.8 8.2 6.6 8.4 1.4 0.3 0.9
合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
区分 2001 2003 2005 2007 2009 2011 2013(％)
3 年以下 53.1 11.4 31.2 28.5 24.4 22.8 27.1
4～10 年未満 30.7 39.2 29.4 49.7 52.5 47.3 41.2
10～20 年未満 16.3 36.6 28.6 21.8 18.2 25.6 26.1
20 年以上 12.7 10.8 4.9 4.3 5.6
(注) 2001 年～2005 年の企業歴は筆者による加工計算
(資料) 中小企業庁 (各年) 『ベンチャー企業精密実態調査報告書』 より加工作成
チャレンジを奨励するという側面からすると､
企業年齢よりは企業の主観的認識に基づく成
長段階が的確な指標である｡ 企業年齢を基準
とする場合､ 現在の主たる事業分野と企業年
齢の乖離が生じ､ かえって正確な実態把握を
妨げる恐れがあるからである｡
ベンチャー実態調査は､ ベンチャー企業・
大企業・一般中小企業の業績パフォーマンス
を比較した興味深いデータも報告している｡
[図 2] は､ 製造業に限定して大企業 (300 人
以上)､ 中小企業 (300 人未満)､ ベンチャー
確認企業を対象に成長性と収益性指標を示し
ている｡ 成長性指標としては前年度比売上額
の増加率を､ 収益性指標としては売上額比利
益率を使用している｡ 成長性で､ ベンチャー
確認企業は中小企業だけでなく大企業より高
い成長を維持していることがわかる｡ ベンチャー
企業の定義の中で成長性が重視されていること
やベンチャー確認の要件として成長性が含まれ
ていることからすると当然の結果でもあろう｡
しかし､ その数字の高さには注目を要する｡
ベンチャー確認企業の前年比売上高の増加率
は､ 2001 年から一度も 10％台を切ったこと
がない｡ とくに､ 2001 年の場合､ ベンチャー
企業は約 45%という著しく高い成長を遂げて
いた｡ 2000 年代初期の世界的な IT ブームに
よる結果でもある｡ それ以来の 10 年間の数
字も見ても､ 2011 年を除けば､ ベンチャー
企業の成長率は安定的に 10～20%台で推移し
ている｡
成長性に比べると､ 収益性ではそのほど目
立った良いパフォーマンスが見られない｡ ベ
ンチャー確認企業の売上高対利益率は一般中
小企業よりは高いかもしれないが､ 大企業に
比べると､ 依然として低い水準である｡ しか
も､ 2009 年から利益率がさらに悪化してい
ることは､ ベンチャー企業にとって低収益の
問題はさらなる成長おけるボトルネック
(bottle-neck) の一因となっていることを意
味する｡
３. 創業者の人的資本
創業者の人的資本の中でより的確な属性を
代表する変数は何か｡ 多くの研究15 で重要な
変数として取り上げられている年齢・性別､
学歴・専攻分野､ 創業前の職務・職歴の約
10 年間の変化を振り返ってみよう｡
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[図 2] 大企業・中小・ベンチャー企業の成長性と収益性指標の比較 (製造業ベース)
(注) 2005 年までは利益率は経常利益率､ 以後は営業利益率で計算｡
1) 年齢・性別
松田 (2005：15‐16) は､ ベンチャーとは
｢成長意欲の強い起業家に率いられ､ リスク
を恐れない若い企業で､ 製品・商品の独創性､
事業の独立性､ 社会性､ さらに国際性を持っ
た何らかの "新規性" のある企業｣ と定義し
ている｡ その新規性に着目すると､ ベンチャー
企業は既存にない新たな技術または事業モデ
ルに対するチャレンジ精神を備えた創業者を
前提にしてこそ生まれるようになる｡ この旺
盛なアントレプレナーの意欲はより若い人材
のほうから発生しやすい｡ 他方で､ ジェンダー
論の観点16 からすると､ 女性の社会進出の増
加に伴って､ 女性創業者も以前よりは増えつ
つあると予測できるだろう｡ そこで､ 韓国ベ
ンチャー企業において､ その創業者の年齢と
性別比率がどのように変化しているかも問わ
れる｡
[表 4] は､ ベンチャー確認企業の創業者
の年齢 (年代) 別比率と男・女別比率の変化
を計算したものである｡ 10 歳刻みで再分類
した年齢では､ 2000 年代初期から後半に行
くほど､ 創業者年齢の高齢化が顕著に現れて
いることがわかる｡ 2001 年調査で 20 代が
5.9%､ 30 代が 48.5%であり､ 30 代以下の若
年層の創業者が約 54.4%を占めていることに
なる｡ それに対し､ 40 代の創業者比率は 35.
5%､ 50 代は 8.7%､ 60 代以上は 1.3%に過ぎ
ない｡ 2003 年と 2005 年調査で 30 代以下の
比率は､ それぞれ､ 48.5%､ 48.4%を占めてい
て､ 約半数近い創業者が 30 代以下であるこ
とになる｡ しかし､ 2007 年調査をみると､ 30
代以下の創業者は急減していることが確認で
きる｡ 2007 年と 2009 年調査で 30 代以下の
比率は 14%と 11.9%にまで下がっている｡
その要因として､ 2007 年から調査方法が
全数調査から標本抽出方式に変更された点に
起因するともいえるが､ 傾向として､ 2000
年代以降の韓国の景気変動と関連深い｡ その
根拠を探ってみよう｡ 2001 年は､ ベンチャー
企業育成策が本格化して間もない時期である｡
また､ 1997 年 7 月のタイのバーツ貨の暴落
を端にアジア通貨危機が瞬く間に韓国に波及
して深刻な景気低迷をもたらした｡ それを克
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15 イタリアのハイテクスタートアップを対象にした Colombo and Grilli (2005) も､ 創業者の人的資本
の中で教育水準と職務経験が企業成長において有意であることを明らかにしている｡
16 日本政策金融公庫編 『新規開業白書』 の 2013 年版ではシニア創業者､ 2014 年版では女性創業者につい
て特集を組んでいる｡
[表 4] 創業時の年齢と性別の変化 (2001～2013 年)
区分 2001 2003 2005 2007 2009 2011 2013(％)
20 代以下 5.9 4.0 3.1 0.2 0.1 1.4 3.5
30 代 48.5 44.5 45.3 13.8 11.8 37.1 39.3
40 代 35.5 39.5 41.0 53.5 50.2 46.7 43.4
50 代 8.7 10.0 9.0 27.4 32.5 12.9 12.5
60 代以上 1.3 2.1 1.5 5.0 5.4 1.9 1.3
合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
区分 2001 2003 2005 2007 2009 2011 2013(％)
男性 96.4 96.9 96.6 95.3 92.8 94.7 94.6
女性 3.6 3.1 3.4 4.7 7.2 5.3 5.4
合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
(資料) 中小企業庁 (各年) 『ベンチャー企業精密実態調査報告書』 より加工作成
服するため､ 韓国政府が経済改革の一環とし
て大企業の間に重複していた事業の再編を強
制すると､ 大企業をはじめとする多くの企業
が新規採用を頻繁に凍結した時期でもあった｡
当時､ 韓国では柔軟性に乏しい労働市場が中
心であって､ 多くの企業が既存人員のリスト
ラより､ まずは新規採用の引締めで対応した｡
その結果､ 以前の世代より IT 技術について
理解度の高い若年層の創業が増加しはじめた
のも当然のことであった｡ それに加え､ 政府
もベンチャー企業育成策に旗を掲げ､ ベンチャー
立上げに対して多様なインセンティブを与え
るようになった｡ アジア金融危機の際､ 韓国
が IMF から救済金融による援助を受けたこ
とは周知のことである｡ その条件 (IMF
conditionality) の一つが柔軟な労働市場の
基盤づくりであった｡ したがって､ 正社員に
対するリストラも徐々に増えはじめ､ 転職者
も以前に比べて漸進的に増加するようになっ
た｡ それだけでなく､ これまでは少なかった
派遣､ 契約及び嘱託社員といった非正社員も
急増しはじめた17｡ これらは労働市場に転職
者が大量に流入する要因となった｡ 韓国では
徴兵制があることを勘案すると､ 彼らは 30
代と 40 代に集中してその一部がベンチャー
企業を立上げ､ 新たな技術や事業モデルを武
器に創業にまで至ったのである｡ しかし､
2011 年調査では､ 30 代以下の創業者比率が
再び増加していることも事実である｡ とくに､
30 代の創業者比率は 2009 年の 11.8%から､
2011年に37.1%､ 2013年には39.3%まで上がっ
ている｡ これに対し､ 50 代以上の創業者比
率は､ 2009 年の 32.5%から 2011 年に 12.9％､
2013 年に 12.5%に下がっている18｡
一方､ 女性創業者の比率では､ 傾向として
断定できる変化が見えない｡ 2001 年以後､
小幅に増加はしているものの､ 2013 年調査
を見る限り､ 依然として､ 男性創業者の比率
が 94.6%を占め､ ジェンダー不均衡は健在し
ていることがうかがえる｡ 韓国における男女
別就業パターンの違いは日本と類似している｡
つまり､ 女性の年代別就業率の変化が M 字
型サイクルで推移する典型例である｡ 20 代
の就業率は相対的に高いが､ 結婚による出産
と育児に専念するため休職や退職するケース
が多いのである｡ したがって､ 30 代と 40 代
の就業率は 20 代より低くなりがちである｡
[表 4] から､ 韓国ベンチャー企業の創業者
も主に 30 代と 40 代に集中していることが確
認できる｡ 創業意欲の最も高いこの年齢に出
産や育児に専念する文化は､ 女性創業者比率
の低調さをもたらす原因と深く関連している
に違いないのである19｡
2) 最終学歴・専攻分野
韓国の教育熱心は世界的に有名であり､ 非
常に高い大学進学率がそれを裏付けている｡
ベンチャー創業者の学歴を見ても高学歴者20
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17 韓国の非正社員比率は､ 2002 年 8 月の 26.8％から 2004 年 8 月に 37.0％まで上昇した (チョンソンミ・
ベギジュン､ 2013：4－5)｡
18 2007 年のリーマンショックの後､ 韓国では若年層の低就業率が深刻な社会問題となっている｡ 韓国統計
庁の ｢経済活動人口調査｣ によると､ 20 歳～29 歳の就業率 (雇用率) は 2008 年まで 60.0%以上で推移
してきていた｡ しかし､ 2009 年から低下方向に転じられ､ 2013 年には 56.8%まで下がっている｡
19 韓国ではベンチャーの女性オーナーの団体である (社) 女性ベンチャー協会が結成されている｡ ベンチャー
確認をうけた T 通信の女性経営者である M 代表は ｢韓国ではベンチャー企業といえば､ 徹夜が頻繁な
業界というイメージが女性の新規進入を妨げている｣ と言っている｡ 2014 年 8 月 14 日､ ソウルデジタ
ルバレー内の T 通信におけるインタビューより｡
20 2004 年ベンチャー実態調査の個票データを用いたジョンジンハ (2005) は､ 創業者の教育水準がベン
が多く､ 70%以上の創業者が大卒以上の学歴
を有している｡ しかし､ 2000 年代以後､ 高
学歴の程度は次第に頓化しつつある｡ 2003
年調査で大卒以上の創業者比率は85.3%であっ
たが､ 2013 年調査では 73.9%にまで下がって
いる [表 5]｡ その主な理由を大学院以上の
超高学歴者比率の低下から探すことができる｡
2003 年から修士または博士学位を持ってい
る創業者の比率が下がっている｡ それに対し
て､ 大卒者比率は 2003 年の 48.7%から 2007
年には 51.9%､ 2011 年には 54.5%に小幅に上
昇しており､ 高卒以下の比率も 2007 年から
増加し､ 2013 年には 26.1%も占めている｡
2000年代前半はIT技術を生かしたベンチャー
立上げ件数が急増した時期である｡ 2000 年
末時点で､ 韓国のインターネット普及率はま
だ 50%を下回り21､ IT を活用するベンチャー
立上げもごく一部の階層に限定されていたこ
とがうかがえる｡ IT について深い知見を有
しているのは大学院以上の超高学歴者に多く
分布しがちであるからだ｡ しかし､ 2004 年
頃になると､ インターネット普及率が 70%を
上回るようになった｡ IT 技術の活用が普遍
化する時代に入り､ IT における高学歴者の
アドバンテージがほぼなくなってきたのであ
る｡
創業者の学歴を専攻分野22 別に探ってみよ
う｡ 傾向として明らかなのは理工系専攻の創
業者のウェイト増である｡ エンジニアリング
を含む理工系専攻者の比率は上昇しているの
に対し､ 経済・経営と人文社会系専攻のそれ
は低下していることがわかる [表 5]｡ 理工
系専攻者の比率は､ 2003 年の 53.3%から
2013 年には 65%まで上がっている｡ 自然科
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チャーの成長に有意ではなく､ 創業以前の勤務先ダミーの一部 (大学教員) が成長に有意であり､ 創業
後のビジネスネットワークの構築における有利さを理由としてあげている｡
21 7 歳以上を対象にした 2000 年調査でインターネット利用率は 44.7%であったが､ 2012 年になると､ それ
が 78.4%まで急増している (韓国情報化振興院､ 2013：292)｡ 1998 年から開始した光ファイバーインター
ネットサービスの普及による結果である｡
22 専攻分野は最終学歴の卒業時の研究科・学部名を基準にしている｡
[表 5] 創業者の最終学歴と専攻分野比率の変化 (2003～2013 年)
区分 2003 2005 2007 2009 2011 2013(％)
博士 14.5 14.4 13.3 13.0 8.7 8.1
修士 22.1 23.3 20.5 18.7 15.4 15.6
大卒 48.7 46.3 51.9 51.0 54.5 50.2
高卒以下 14.7 16.0 14.3 17.3 21.4 26.1
合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
区分 2003 2005 2007 2009 2011 2013(％)
工学(含む､ エンジニアリング) 53.3 57.7 58.6 50.4 56.9 65.0
自然科学 8.7 8.2 9.0 9.2 10.6 8.6
経済・経営学 18.3 15.1 14.8 13.8 16.8 14.1
人文・社会科学 8.1 6.7 6.9 5.9 6.9 6.6
その他 11.6 12.3 10.7 20.7 8.8 5.7
合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
(注) 専門は学部名に基づき分類
(資料) 中小企業庁 (各年) 『ベンチャー企業精密実態調査報告書』 より加工作成
学系専攻者の比率も 2011 年までには緩やか
な上昇傾向にあった｡ 大学または大学院での
専攻分野から推測できるのは創業者の職務経
験との関連であろう｡ 2000 年代前半までは
比較的に経営管理や営業部門に職務経験を有
している創業者が多かったのに対し､ 2000
年代後半に行くと､ 創業者自らが技術・研究
開発に関する職務経験を有しているケースが
増えるようになった｡ 創業者の以前の職務分
野について､ 2013 年ベンチャー実態調査の
報告書は興味深い内容を組んでいる｡ ベンチャー
確認企業の現社長を対象にした設問項目で､
彼らの直前の職場における職務分野に関する
ものである｡ 実際は､ 調査対象の 88.6%の企
業で創業者自身が社長であることを勘案する
と､ 創業者の属性に見なしても無理ではない｡
複数回答方式の設問項目ではあるが､ 以前の
職場で技術開発部門に携わった社長が 42.1%､
研究開発部門の経験者が 18.4%を占めている｡
半面､ 営業部門と経営管理部門の経験者は 2
4.5%と 21.6%に過ぎないのである (中小企業
庁､ 2014：61)｡
3) 創業前の勤務先
前節では創業前の創業者の職務分野を中心
にその実態と変化を見た｡ すると､ 彼らは果
たしてどこからスピルオーバー (spillover)
したのかが疑問となる｡ ベンチャー企業は独
創的なテクノロジー (advanced-technology)
や事業モデルを有していることを重要な条件
としている｡ その独創性というのは絶えない
試行錯誤の産物でもある｡ 全く職務経験を持
たないと､ ベンチャー立上げは至難のことで
あろう｡ したがって､ 創業者の経歴､ 中でも
相対的に一貫したデータがとれる創業前の勤
務先を類型化してその変化を見ることにした
い｡
[表 6] は 2003 年以後の創業者の創業直前
の勤務先を示している｡ この表で､ 民間企業
出身の創業者比率が上昇していることがわか
る｡ 2003 年調査で民間企業出身の創業者が 7
2.3%､ 企業付設の研究所出身が 6.4%を占め
ている｡ 国公立系研究所と政府および政府契
機関出身の創業者は､ それぞれ､ 3.0%と 3.3
%に過ぎない｡ 韓国ではベンチャー企業育成
策の一環として､ 大学発ベンチャー企業の立
上げに対しても間接支援を行っている｡ その
例が大学内に創業インキュベーターを新設す
る場合の助成金事業である｡ そして､ 大学教
員の兼業禁止からベンチャー確認企業を除外
して兼業も許容している｡ その影響もうけ､
大学教員出身またはその兼業者も 5.9%も占
めている｡ しかし､ 2007 年になると､ 民間
企業出身の比率が 81.1%にまで､ 2013 年には
86.6%まで上がっている｡ それに対し､ 民間
企業内の研究所､ 国公立系研究所､ 政府・政
府系機関および大学教員の比率は継続して低
下傾向にある｡ 韓国では大学教員にベンチャー
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[表 6] 創業直前の勤務先の変化 (2003～2013 年)
区分 2003 2005 2007 2009 2011 2013(％)
民間企業 72.3 74.0 81.1 80.0 81.6 86.6
民間研究所 6.4 6.3 5.4 4.9 4.3 1.4
国公立研究所 3.0 2.6 3.3 2.8 1.5 1.7
政府及び政府系機関 3.3 2.9 1.9 2.0 1.2 1.8
大学教員 5.9 4.5 3.0 2.8 2.5 2.3
学生 1.7 1.6 0.9 0.6 0.2 0.2
その他 7.4 8.0 4.5 6.9 8.7 6.0
合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
(注) 2009 年は創業者ではなく､ 現在の経営者
(資料) 中小企業庁 (各年) 『ベンチャー企業精密実態調査報告書』 より加工作成
設立において多様なインセンティブを与えて
いるのだけでなく､ ETRI (:Electronics and
Telecommunications Research Institute､
韓国電子通信研究院) や KIST (:Korea
Institute of Science and Technology､ 韓国
科学技術研究院) などの政府系研究機関の研
究員に､ 技術開発による特許収入の配分にお
いて報酬面で優遇している｡ にもかかわらず､
2000 年代後半からこれらの支援の有効性は
徐々に失われていることが読みとれる｡ この
関係を専攻分野に照らして考えると､ 韓国ベ
ンチャーの創業者は､ 大学理工系出身が民間
企業で技術開発または研究開発部門で職務経
験を積んだ後､ 創業という道を入るキャリアー
パスがより普遍化していることがいえる｡
4) 創業者の人的資本と成長段階
2013 年ベンチャー実態調査の報告書は､
以前のものに比べてより多様な内容のデータ
を集計している｡ ここでは､ 創業者の属性変
数と成長段階の関連性を検討するため､ 簡単
な独立性検定を実施した｡ 個票データを公表
していない点でより的確な分析方法を取り入
れることは難しい｡ また､ 単年度データしか
使えないため､ その変化を見るのも容易では
ない｡ これらの制限があるにもかかわらず､
ベンチャーの成長段階と創業者の人的資本の
関連性をみるのに一助することは期待できる｡
方法論として､ 2013年調査報告書からとっ
た企業数の "比率" データを企業 "数" に組
み替える｡ なお､ 成長段階と創業者の人的資
本が互いに独立しているか否かを明らかにす
るため､ カイ二乗 (χ2) 検定法を用いるこ
とにする｡ その結果をまとめたのが [表 7]
であり､ 以下の 4 つの属性変数が成長段階と
有意に独立的ではない､ つまり､ 関連性を持っ
ていることが明らかになった｡ ただ､ 勤務先
変数のうち､ 技術開発・研究開発は他の変数
に比べて独立の程度が弱い点には注意を払う
必要がある｡
(1) 以前の創業経験の有無
以前のベンチャー立上げ経験の有無との関
連で､ 有経験の創業者が最も多く分布するの
は､ 初期成長期 (全体の 32.4%) ⇒高度成長
期 (22.8%) ⇒成熟期 (18.8%) 順である｡ 無
経験の創業者は初期成長期 (8.7%) の比率が
高い｡ 創業経験を有している創業者によるベ
ンチャーであるほど､ より成熟期に近いとい
う関係が有意に関連していることを意味する｡
(2) 職歴年数
創業前の職歴年数をみると､ すべてのグルー
プで最も多く分布している成長段階が初期成
長期である｡ 職歴年数 5 年以下のグループの
場合､ 初期創業期に 7.2%､ 高度成長期に 6.0
%､ 成熟期に 5.5%､ 創業期に 2.0%が分布し
ている｡ 職歴が最も長い 16 年以上のグルー
プにおいても初期成長期が 9.25％､ 高度成
長期が 5.0%､ 成熟期が 3.65％､ 創業期が 2.6
%を占めている｡ (1) の創業経験の有無から
明らかになったことに照らして考えると､ あ
る程度整合性が取れた結果である｡
(3) 創業直前の勤務先
創業直前の勤務先が大企業であったグルー
プは､ 初期創業期が 6.4%､ 高度成長期が 6.1
%を占めている｡ 中小企業または他のベンチャー
企業に勤めた創業者グループは､ 初期創業期
が 29.0%､ 高度成長期が 16.6%を占めている｡
大企業出身の場合､ 初期成長期と高度成長期
にあると答えた企業の比率が僅差に過ぎない｡
その他のグループは主に国公立研究所､ 政府
系機関､ 大学教員である｡ それらの企業は､
初期成長期が 5.7%､ 高度成長期が 3.7%を占
めている｡
(4) 創業前の職務分野 (技術開発・研究開
発)
創業前の勤務先における職務分野は複数回
答式であって､ その区分基準も不明確である
ため､ ここでは技術開発・研究開発分野とそ
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の他の分野に再分類している｡ 技術開発・研
究開発分野で勤めた創業者が最も多く分布す
るのは､ 初期創業期の 25.4%である｡ その次
が高度成長期の 16.9%である｡ その他の分野
で勤めた創業者が多く分布しているのは､ 初
期成長期 (16.0%) と成熟期 (9.7%) である
事実は興味深い｡ いわゆる､ 文系出身の多く
は営業か経営管理部門でキャリアを積んでい
くケースが一般的である｡ このような職歴を
もつ創業者が立ち上げたベンチャー企業は､
比較的に成熟期に入っている可能性が高いこ
とを意味する｡ これまでの高い成長から安定
志向または収益志向にシフトしていく段階に
入っているのである｡
むすびに
以上では韓国ベンチャー実態調査の結果に
基づき､ 約 10 年間の変化を中心に検討して
みた｡ 2013 年の調査データを用いて､ 既存
の創業経験の有無､ 職歴年数､ 創業前の勤務
先および職務分野とベンチャー確認企業の成
長段階の関連性についてもいくつの事実を見
出すことができた｡ しかし､ その因果関係ま
では解明できなかった点と関連の方向性を追
跡することができなかった点は今後の課題と
して残される｡
検討の結果をまとめてみよう｡ まず､ ベン
チャー実態調査の対象企業数の比率で､ 製造
業ベースの企業が増加傾向にあることは注目
に値する｡ 2000 年代前半までは脚光を浴び
ていた IT 技術を生かした IT サービス企業､
2000 年代半ばからは映画や公演などのエン
ターテインメント事業に手掛ける企業が､ ベ
ンチャー確認を多くうけていた｡ しかし､
2007 年のグローバル金融危機の後､ 製造業
ベースの企業がベンチャー確認企業に多く含
まれるようになった｡ 10 年余りに期間で韓
国ベンチャーの主力業種において激変が起こっ
たことがうかがえる｡ 一方､ 成長段階別にみ
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[表 7] 成長段階と創業者人的資本の独立性検定の結果
区分
創業経験 職歴年数 (％)
あり (％) なし (％) ～5 年 (％) 6～10年 (％) 11～15年 (％) 16 年～ (％)
成
長
段
階
創業期 160 7.7 50 2.4 42 2.0 61 2.9 54 2.6 53 2.6
初期成長期 670 32.4 181 8.7 149 7.2 283 13.7 228 11.0 191 9.2
高度成長期 471 22.8 75 3.6 125 6.0 186 9.0 131 6.3 104 5.0
成熟期 388 18.8 56 2.7 114 5.5 173 8.4 83 4.0 74 3.6
衰退期 17 0.8 1 0.0 5 0.2 5 0.2 3 0.1 5 0.2
N=2,069, X2=28.58*** N=2,069, X2=32.57***
(注) *：p＜0.10 **：p＜0.05 ***：p＜0.01
(資料) ｢ベンチャー実態調査｣ のデータより筆者推計
区分
直前の勤め先 (％) 直前の職種 (開発)
大企業 (％)
中小/ベ
ンチャー
(％) その他 (％)
技術・
研究開発
(％) その他 (％)
成
長
段
階
創業期 27 1.3 154 7.4 29 1.4 127 6.3 77 3.8
初期成長期 133 6.4 600 29.0 118 5.7 509 25.4 322 16.0
高度成長期 126 6.1 344 16.6 76 3.7 339 16.9 193 9.6
成熟期 98 4.7 293 14.2 53 2.6 228 11.4 195 9.7
衰退期 7 0.3 8 0.4 3 0.1 11 0.5 6 0.3
N=2,069, X2=26.58*** N=2,007, X2=10.60**
た分布では注目すべき変化をみることができ
なかった｡
創業者の人的資本の変化では創業年齢の高
齢化､ 超高学歴の創業者比率の低下､ 民間企
業出身の創業者比率の増加が､ 傾向として著
しくなっていることがわかった｡ 創業年齢の
高齢化は国内人口構造の変化にも起因するが､
グローバル金融危機以降の労働市場における
大量退職によるベンチャー立上げが急増した
点も無視できない背景である｡ なお､ 高学歴
者比率の低下と民間企業出身の創業者の増加
は不可分の関係でもある｡ 関連して､ 韓国労
働者の学歴構造と技術レベルを結びつけると､
もはや "高学歴＝高技術の人材" という式は
通用できなくなったのである｡ より慎重な結
論を下す必要もあるかもしれないが､ 以上を
踏まえて､ 韓国でベンチャー創業者の人的資
本は､ 特定のベンチャー予備群に偏在してい
・・・・・
た関係から普遍化していく過渡期に入ってい
・・・・・・・・・・・・・・・
ることがいえる｡
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